
森林法等の一部を改正する法律の概要 

伐採後の再造林を
確保（森林法第10条の８） 

  森林所有者等に対し、 
  伐採後の造林の状況報 
  告を義務付け 
      

 
深刻化する鳥獣害
を防止（森林法第11条） 

  森林経営計画の認定要 
  件として鳥獣害対策を 
  講じることを追加 
      

森林組合等による施業の集
約化を促進 

   （森林組合法第26条、第26条の２、第101条の２） 

  経営意欲の低下した森林所有者の 
  森林等について、  
  ・森林組合自らが森林を経営する 
   事業の要件緩和 
  ・森林組合連合会が自ら森林経営 
   を行えるよう措置 
       施業集約化につながる森林経営計画の 
       作成率 H25：26％→H32：80％  

所在不明の共有者が存在す
る森林での施業を円滑化 

 （森林法第10条の12の２～第10条の12の８） 

  所在不明の共有者が存在する森林 
  について、共有持分の移転に係る 
  裁定手続を経て、伐採が可能とな 
  るよう措置         

林地の境界情報等を整備 
 （森林法第191条の４～第191条の６） 

  市町村が林地台帳を作成する制度 
  を創設  
   H30年度末までに全ての森林所在市町村で 
      台帳を整備（森林GISを導入している市町村： 
     約800（Ｈ26年度末）） 

国産材の安定的な広域流通
を促進（木安法第４条、第８条） 

  ・都道府県域を超える取引計画の 
   大臣認定制度を創設 
    ・上記計画に係る森林経営計画に 
   ついて伐採制限の緩和等を措置 
 

国産材の安定 
供給体制の構築 

(森林法、森林組合法、木安法) 

森林の公益的 
機能の維持増進 

(森林法､森林総研法､分収法) 

奥地水源林の整備を
推進 

 （森林総研法第２条、第13条） 
   （森林法第39条の５）   

  整備の担い手として、都 
  道府県、市町村、改称し 
  た(研)森林研究・整備機 
  構を位置付け 

 
分収林契約の内容変
更を円滑化 

     （分収法第11条～第18条） 

  1/10を超える異議がない
ことをもって、全契約者 

  の同意がなくても契約変 
   更できる特例を創設 
    

 
違法な林地開発を抑制 
 （森林法第206条）    

  違法な林地開発を行った 
  者に対する罰則を強化 
    林地開発の違反件数（H26：165件） 
    を５年後に３割以上減 

 

 
 

○ 国内の森林資源が本格的な利用期を迎えている中、住宅用など従来需要に加えて、 
ＣＬＴ(直交集成板)や木質バイオマスなど国産材の需要の創出と拡大が進展。 

             ※木材自給率は、H14年の19％を底に上昇傾向で推移し、H26年は31％まで回復。 
  

○ 一方、木材価格の低迷、森林所有者の世代交代、山村地域の過疎化等により森林経営
意欲が低下している中で、国産材の安定的かつ低コストでの供給が十分に行われていな
い状況。 

 

 ⇒ 林業の成長産業化を実現するため、適切な森林施業を通じて、国産材の安定供
給体制の構築・森林資源の再造成の確保・森林の公益的機能の維持増進を図るた
めの一体的な措置を講ずる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

森林資源の 
再造成の確保 

（森林法） 

 造林未済地：14千ha (H23年度末)  
 を10年後に半減 

    国産材利用量： 
    H26：2,366万㎥ → H32：3,900万㎥ 

早急に施業が必要な要整備森林： 
約３千ha（H25年度末）を５年以内に
５割以上解消 

適切な森林施業を通じた林業の成長産業化 

参考資料５ 



資料

森林法等の一部を改正する法律（概要）

平成28年５月
農 林 水 産 省

Ⅰ 趣 旨
林業の成長産業化を実現するため、国産材の安定供給体制の構築、森林資源の

再造成の確保及び森林の公益的機能の維持増進を一体的に図る必要があることか
ら、関係法令について所要の措置を講ずる。

Ⅱ 法案の概要
（１）森林法の一部改正

① 森林所有者等に対し、伐採後の造林の状況報告を義務付ける。
（第10条の８）

② 共有林の立木の所有者の一部が所在不明であっても伐採・造林ができるよ
う、所在不明者の持分の移転等を行う裁定制度を設ける。

（第10条の12の２～第10条の12の８）
③ 森林経営計画の認定要件に、鳥獣害防止に関する事項を追加する。

（第11条）
④ 市町村が作成する林地台帳（森林の土地の所有者、境界測量の実施状況等
を記載）に関する規定を設ける。 （第191条の４～第191条の６）

⑤ 違法な林地開発を行った者に対する罰則を強化する。 （第206条）

（２）分収林特別措置法の一部改正
分収林契約の当事者の1/10を超える異議がない場合は、伐採時期の延長等の

変更を可能とする。 （第11条～第18条）

（３）森林組合法の一部改正
① 森林組合は、森林の保続培養等の目的に加え、林業を行う組合員の利益増
進を目的とする森林経営事業を実施できるようにするとともに、その実施要
件を緩和する。 （第26条・第26条の２）

② 森林組合に加え、森林組合連合会による森林経営事業を可能とする。
（第101条の２）

（４）木材の安定供給の確保に関する特別措置法の一部改正
① 都道府県域を超える木材の安定取引に関する計画について、農林水産大臣
の認定制度を設ける。また、計画作成者に木質バイオマス利用事業者等を追
加する。 （第４条）

② 計画対象森林について、伐採材積の上限など森林経営計画の認定基準を緩
和する。 （第８条）

（５）国立研究開発法人森林総合研究所法の一部改正
① 国立研究開発法人森林総合研究所が暫定的に行っている水源林造成業務を
本則に位置付けるとともに、育成途上の森林の整備を可能とする。

（第13条）
② 研究所の名称を国立研究開発法人森林研究・整備機構に、法律の名称を国
立研究開発法人森林研究・整備機構法に改称する。

（第２条）

Ⅲ 施行期日
施行期日 平成29年４月１日



資料

国立研究開発法人森林総合研究所法の改正事項

１．独立行政法人名及び改正事項

（独立行政法人名）

国立研究開発法人森林総合研究所

（改正事項）

① 国立研究開発法人森林総合研究所（以下「研究所」という。）の名称

を「国立研究開発法人森林研究・整備機構」に改正する。

② 国立研究開発法人森林総合研究所法（平成11年法律第198号。以下

「研究所法」という。）附則第８条に規定する業務（水源林造成事業）

を本則で実施するため、研究所の目的を、「森林及び林業に関する試験

及び研究、林木の優良な種苗の生産及び配布、水源を涵養するための森
かん

林の造成等を行うことにより、森林の保続培養を図るとともに、林業に

関する技術の向上に寄与し、もって林業の振興と森林の有する公益的機

能の維持増進に資することを目的とする」とする。

③ 現在の研究所法の本則に規定する業務の担当理事３人に、研究所法附

則第８条に規定する業務の担当理事２人を追加する。

④ 研究所法附則第８条に規定する業務を本則において規定し実施するに

当たり必要となる所要の改正を実施する。

２．法案提出国会等

・ 提 出： 平成28年通常国会

・ 成立日： 平成28年５月13日

・ 施行日： 平成29年４月１日



「森林開発公団」を前身とした「独立行政法人緑資源機構」は、「独立行政法人
緑資源機構を廃止する法律」が平成２０年４月１日に施行されたことをもって同
日解散。 
 旧緑資源機構の業務のうち、水源林造成及び農用地整備等の国内業務につ
いては「独立行政法人森林総合研究所」※に、海外農業開発事業については
「独立行政法人国際農林業研究センター」に、それぞれ承継され、森林総合研
究所内の承継業務担当組織として「森林農地整備センター」※が設置された。 
 また、平成28年5月に改正森林総合研究所法が成立し、暫定的に実施してい
る水源林造成業務が本則業務に位置づけられたことに伴い、「国立研究開発法
人森林研究･整備機構」に名称変更されることとなった。 
※ 独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センターは、平成27年４月１日に名称変更し、現在は国立研究開発法人森林 
 総合研究所森林整備センター 

農地開発機械公団の組織、権利・義務を承継

名称変更

名称変更

廃止・業務を承継

独立行政法人移行

海外業務の承継

名称変更

名称変更

国内業務の承継

(19年度限りで廃止の林道事業を除く)

森林開発公団
（昭和31年７月16日設立）

農地開発機械公団
（昭和30年10月10日設立）

農用地開発公団
（昭和49年６月15日設立）

農用地整備公団
（昭和63年７月23日名称変更）

緑資源公団
（平成11年10月１日発足）

独立行政法人緑資源機構 （平成15年10月１日設立）

独立行政法人森林総合研究所に

「森林農地整備センター」を設置（平成20年４月１日）

緑資源機構の解散

（平成20年４月１日）

独立行政法人国際農林水産業研究センターに

「農村開発調査領域」を設置（平成20年４月１日）

国立研究開発法人森林総合研究所

森林整備センター （平成27年４月１日名称変更）

国立研究開発法人森林研究・整備機構

（平成29年４月１日名称変更） ※ 水源林造成業務を本則化

組織の推移 

資料 
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																																																								農地開発機械公団の組織、権利・義務を承継 ノウチ カイハツ キカイ コウダン ソシキ ケンリ ギム ウケタマワ ツギ
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												名称変更 メイショウ ヘンコウ
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森林開発公団
（昭和31年７月16日設立）

農地開発機械公団
（昭和30年10月10日設立）

農用地開発公団
（昭和49年６月15日設立）

農用地整備公団
（昭和63年７月23日名称変更）

緑資源公団
（平成11年10月１日発足）

独立行政法人緑資源機構　（平成15年10月１日設立）

独立行政法人森林総合研究所に
　「森林農地整備センター」を設置（平成20年４月１日）

緑資源機構の解散（平成20年４月１日）

独立行政法人国際農林水産業研究センターに
「農村開発調査領域」を設置（平成20年４月１日）

国立研究開発法人森林総合研究所
　　森林整備センター　（平成27年４月１日名称変更）

国立研究開発法人森林研究・整備機構
　（平成29年４月１日名称変更）　※ 水源林造成業務を本則化
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